
香美市高齢者及び障害者虐待防止等連携協議会設置要綱（素案） 

 

（設置） 

第１条 高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 17 年法律第

124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対す

る支援等に関する法律（平成 23 年法律第 79号。以下「障害者虐待防止法」という。）及

び障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号。以下「障

害者差別解消法」という。）の規定に基づき、養護者による高齢者又は障害者への虐待

の防止、養護者による虐待を受けた高齢者又は障害者の保護及び自立の支援、養護者に

対する支援を適切に実施すること並びに障害を理由とする差別を解消するための取組を

効果的かつ円滑に行うため香美市高齢者及び障害者虐待防止等連携協議会（以下「連携

協議会」という。）を設置する。 

（事業内容） 

第２条 連携協議会は、次に掲げる事項について検討、協議する。 

（１）高齢者及び障害者虐待の早期発見や未然防止対策等防止対策に係る具体的な施策 

（２）高齢者及び障害者虐待防止並びに障害者差別解消に関する啓発活動 

（３）高齢者及び障害者虐待防止並びに障害者差別解消全般についての情報交換 

（４）高齢者及び障害者虐待防止並びに障害者差別解消に係る民間団体及び公的機関等の

相互連携体制の整備 

（５）その他高齢者及び障害者虐待防止並びに障害者差別解消に関し必要な事項 

（構成） 

第３条 連携協議会は、別表第１に掲げる団体、機関等（以下「関係機関」という。）の代

表者等（以下「委員」という。）をもって構成する。 

２ 委員は、20 名以内とする。 

３ 委員の任期は、２年以内とし、再任は妨げない。ただし、委員が欠けた場合による補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 連携協議会に、会長及び副会長各１名を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、会務を総理し、連携協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときはその職務を代表す

る。 

（会議） 

第５条 連携協議会は、会長が召集し、会長がその議長となる。 

２ 連携協議会は、委員の過半数の出席をもって開催することができる。 

３ 会長が必要と認めるときは、連携協議会に委員以外の者を出席させ、又は委員以外の
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者に意見を聞くことができる。 

（個別ケース会議） 

第６条 連携協議会に、個別事例の検討を行うための個別ケース会議を置く。 

２ 個別ケース会議は、高齢者又は障害者虐待に係る次に掲げる事項について検討する。 

（１）個別事案の状況把握及び問題点の確認 

（２）個別事案における援助内容及び援助方針の決定 

（３）個別事案における関係機関の役割分担の確認 

（４）高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を同時に図るための

地域課題の発見・把握及び地域づくり・資源開発（地域ケア会議） 

（５）その他個別事案の解決に関し必要な事項 

３ 個別ケース会議は、高齢者にあっては健康介護支援課長が、障害者にあっては福祉事

務所長が召集し、事例に応じて召集する関係機関を選定する。 

４ 個別ケース会議の議長は、高齢者にあっては健康介護支援課長が、障害者にあっては

福祉事務所長が務める。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は正当な理由無く、その職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

また、その職を退いた後も、同様とする。 

（報酬等） 

第８条 委員の報酬及び費用弁償は、香美市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁

償支給条例（平成 18 年香美市条令第 50条）の規定を準用する。 

（事務局） 

第９条 連携協議会の運営上必要な事務は、福祉事務所及び健康介護支援課において処理

する。 

（補則） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

別表第１（第３条関係） 

高知地方法務局香美支局 

高知公共職業安定所香美出張所 

高知県中央東福祉保健所 

高知県南国警察署 

香美市消防署 

福祉事務所 

健康介護支援課 

香美郡医師会 

介護保険施設 



介護保険サービス事業所 

福祉施設 

香美市社会福祉協議会 

民生児童委員協議会 

地域包括支援センター 

身体及び知的障害者相談員 

識見を有する者（法律関係、困難ケースに詳しい者など） 

その他市長が指定するもの 

 

 


